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＜要 約＞ 
世界的な経済低迷の影響を受け、我が国は企業の倒産件数、負債総額ともに上昇しており、
金銭債権の貸倒れ増加が懸念される。 
そこで、我が国法人税法における貸倒れの取り扱いを整理したところ、貸倒れは、所得の
金額の計算上、法人税法 22 条 3 項 3 号により損金の額に算入されるが、その事実は法令で
は規定されておらず、法人税法基本通達にしたがい取り扱われることとなっている。このよ
うに取り扱われることは、納税者と課税庁との間における争いを招き、その解決にも長時間
を要するものが少なくない。また、法令で規定されていない貸倒れの事実を立証する損金経
理要件が通達で示され、これがあたかも法令のように取り扱われていることは、法人の自由
な経済活動を阻害する要因ともなっている。 
したがって、経済の低迷により、増加が懸念される貸倒れに対応するには、貸倒れを法令
で定め、これにより納税者と課税庁との間における解釈の齟齬を可能な限り解消すると同時
に、あたかも法令のように機能している現行の法人税法基本通達を見直すことで法人の自由
な経済活動を阻害することのない柔軟な制度へと改めなければならないのである。 
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はじめに 
 我が国企業は、サブプライムローン問題を発端とする世界的経済低迷、リーマン・ブラザ
ース破綻の影響を受け厳しい状況に直面している。 
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そこで、本論文では、まず、世界経済の現状と我が国企業の倒産件数及び負債総額の推移
を整理し、我が国企業を取り巻く現状を把握する。そして、経済低迷期に増加することが懸
念される貸倒れに関し、我が国法人税法の取り扱いを整理することでそこに内在する問題点
を把握し、国際的に経済活動を行う我が国企業の自由な活動を担保する法人税法のあり方に
ついて検討したい。 
 
1. 我が国企業の経済環境 
 
 本項では、我が国企業を取り巻く現状を整理したい。 
 
⑴ 経済の推移 
 世界経済の推移を示したものが、表 1 である。世界経済は、2007 年（平成 19 年）のサ
ブプライムローン問題の影響で経済が低迷し始め、2008 年（平成 20 年）のリーマン・ブ
ラザーズの破綻を受け、世界規模で経済の低迷が著しい状況となっている。 
 このような状況において、我が国は、経済の回復が比較的堅調なアジアのみならず、ヨ
ーロッパ及びアメリカとの比較でも、非常に厳しい状況に直面していることが理解できる。 
 
表１ 世界経済の推移  
         (%) 
  2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 
（予測） 
2009 
(予測) 
日 本 0.2 0.3 1.4 2.7 1.9 2.4 2.4 ▲ 0.3 ▲ 2.6 
ア メ リ カ 0.8 1.6 2.5 3.6 2.9 2.8 2.0 1.1 ▲ 1.6 
ア ジ ア 5.8 6.9 8.2 8.6 9.0 9.8 10.6 7.8 5.5 
ヨーロッパ 1.9 0.9 0.8 2.1 1.6 2.8 2.6 1.0 ▲ 2.0 
世 界 2.2 2.8 3.6 4.9 4.5 5.1 5.2 3.4 0.5 
資料：IMF "World Economic Outlook Database for October 2008","World Economic Outlook 
Update January 2009"より 
（注）2006 年までの数値は、World Economic Outlook Database for October 2008 の数値。 
2007 年以降の数値は、World Economic Outlook Update January 2009 の数値より。 
（出所）中小企業庁編『2009 年版中小企業白書』経済産業調査会、平成 21 年 7 月、3 頁の図を 
数値で示したものである。 
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⑵ 我が国企業の倒産件数 
 我が国企業の倒産件数の推移を示したものが図１である。図１のとおり、企業の倒産件
数は、平成 13 年に 19,164 件と過去最高を記録したが、平成 15 年には 12,998 件にまで減
少した。しかし、その後、再び倒産件数は増え、平成 20 年には 15,646 件にまで上昇して
いる。 
 
図１ 倒産件数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）株式会社東京商工リサーチホームペー
（http://www.tsr-net.co.jp/new/zenkoku/transit/index.html,平成 21 年 9 月 19 日） 
により筆者作成 
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⑶ 負債総額の推移 
 負債総額の推移を示したものが、図２である。図２のとおり、負債総額は、平成 12 年
の 23 兆 8,850 億 3,500 万円と戦後最大を記録した後、平成 18 年まで減少を続けていた。
しかし、平成 19 年から再び上昇し、世界的経済低迷の影響を受け、平成 20 年には平成
19 年の負債総額の 2 倍を超え、前年比プラス 114.5％増の 12 兆 2,919 億 5,300 万円と再
び悪化の傾向にある。 
 
図２ 負債総額の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）株式会社東京商工リサーチホームページ
（http://www.tsr-net.co.jp/new/zenkoku/transit/index.html,平成 21年 9月 19日） 
により筆者作成 
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我が国では、サブプライムローン問題を発端とする世界的な経済低迷の影響を受け、企業
の倒産件数、負債総額ともに上昇しており、世界経済との比較でも非常に厳しい状況にある
ことが理解できる。 
我が国の経済低迷に伴う企業の倒産件数の増加、負債総額の上昇は、企業の経済活動が非
常に厳しい状況に直面していることを示している。企業の経済活動が厳しい状況にあること
は、そこから生じる金銭債権の回収を困難に陥らせる可能性を高めるものであり、金銭債権
の貸倒れ増加を招く懸念が強まっているのである。 
 
2. 我が国法人税法における貸倒れの取り扱い 
 
我が国法人税法では、内国法人の各事業年度の所得の金額はその事業年度の益金の額から
その事業年度の損金の額を控除した金額としている（法法 22①）。 
そして、内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上損金の額に算入すべきものは、別段
の定めのあるものを除き、その事業年度の収益に係る売上原価、完成工事原価その他これら
に準ずる原価の額（法法 22③一）、その事業年度の販売費、一般管理費その他の費用（償却
費以外の費用でその事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額（法法 22③
二）、その事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの（法法 22③三）としてい
る。したがって、法人の有する金銭債権が貸倒れとなった場合には、所得の金額の計算上、
損金の額に算入することになる。 
そして、我が国の法人税法では、政策的な見地及び公平の観点から貸倒損失として損金の
額に算入することが認められるものは、次の３つの場合に限定している。 
① 金銭債権の全部又は一部の切捨てをした場合の金銭債権の貸倒れ（法律上の貸倒れ（法
基通９－６－１）） 
② 法律上の金銭債権は存在するが、全額の回収不能が認められる場合の貸倒れ（事実上の
貸倒れ（法基通９－６－２）） 
③ 継続的取引先に対する売掛債権について、一定期間取引停止後弁済のない場合及び取立
費用に満たない場合の貸倒れ（売掛債権等の貸倒れ（法基通９－６－３）） 
 
3. 法律上の貸倒れ（法基通９－６－１） 
 
⑴ 法律上の貸倒れの概要 
法人税法基本通達９－６－１では、金銭債権の全部又は一部の切捨てをした場合の貸倒れ
に関して次のように示している。 
 
法人の有する金銭債権について次に掲げる事実が発生した場合には、その金銭債権の額
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のうち次に掲げる金額は、その事実の発生した日の属する事業年度において貸倒れとして
損金の額に算入する。 
⑴ 会社更生法若しくは金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の規定による更生計
画認可の決定又は民事再生法の規定による再生計画認可の決定があった場合において、
これらの決定により切り捨てられることとなった部分の金額 
⑵ 会社法の規定による特別清算に係る協定の認可の決定があった場合において、この決
定により切り捨てられることとなった部分の金額 
⑶ 法令の規定による整理手続によらない関係者の協議決定で次に掲げるものにより切り
捨てられることとなった部分の金額 
イ 債権者集会の協議決定で合理的な基準により債務者の負債整理を定めているもの 
ロ 行政機関又は金融機関その他の第三者のあっせんによる当事者間の協議により締結
された契約でその内容がイに準ずるもの 
⑷ 債務者の債務超過の状態が相当期間継続し、その金銭債権の弁済を受けることができ
ないと認められる場合において、その債務者に対し書面により明らかにされた債務免除
額  
 
会社更生法は更生計画の認可決定、民事再生法は再生計画の認可決定、会社法の特別清算
にかかる協定の認可決定により法律的に債権が消滅する。法人税法基本通達９－６－１⑴・
⑵は、法律的に債権が消滅した場合の貸倒れの取り扱いを示したものである。 
法人税法基本通達９－６－１⑶は、法人税法基本通達９－６－１⑴・⑵のような法的手続
きではなく、債権者集会の協議決定、行政機関又は金融機関等の第三者のあっせんによって
当事者間の協議による契約で、合理的な基準で債権が切り捨てられた場合の貸倒れの取り扱
いを示したものである。 
法人税法基本通達９－６－１⑷は、債務者において債務超過の状態が相当期間継続し、債
務の弁済を受けられないと判断して債務者に書面により債務免除通知を行った場合に、その
書面に記載された債務免除額を貸倒れとする取り扱いを示したものである。 
つまり、法人税法基本通達９－６－１⑴・⑵は法的手続きによる貸倒れ、法人税法基本通
達９－６－１⑶は私的整理による貸倒れ、法人税法基本通達９－６－１⑷は債務免除による
貸倒れと、いずれも法律上の貸倒れの取り扱いを示したものである。 
法人税法基本通達９－６－１で示されている法律上の貸倒れは、法人が損金経理しようと
しまいと法律的に債権が消滅する。したがって、本貸倒れに関しては、法人における損金経
理を要求せず、また、全部の貸倒れだけではなく、一部の貸倒れもその事実の発生した日の
属する事業年度において損金の額に算入することを認めているのである。 
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⑵ 法律上の貸倒れにおける問題 
① 「合理的な基準」 
 法人税法基本通達９－６－１⑶では、「合理的な基準」により債権が切り捨てられた場
合の貸倒れの取り扱いを示しているが、何をもって「合理的な基準」とすべきかについ
て解釈が難しいところである。 
「合理的な基準」に関しては、厳格な解釈をすると全債権者がおおむね同じ条件で切
捨て等が決定される場合と解される。しかし、実際の経済取引上、その基準は債権者と
債務者の関係や債権額により異なるため、このような解釈は現実的ではない。 
したがって、「合理的な基準」とは、貸倒れ処理過程において債権者間の贈与関係が生
じることのないような基準と解され 1)、債権者の状況や相互の関係を考慮したうえで決
定された異なる条件でも「合理的な基準」にあたると解するのが適当である 2)。 
② 「相当の期間」 
 法人税法基本通達９－６－１⑷では、債務者の債務超過の状態が「相当期間」継続し
た場合における債務免除による貸倒れの取り扱いを示している。この「相当の期間」を
どの程度の期間とすべきか解釈が難しいところである。 
 本通達で示している「相当期間」に関しては、3 年から 5 年という説明もあるが 3)、
法人が債務者からの債権回収が不可能であるという判断するための実質的期間と解釈す
るのが適当である 4)。 
 
4.  事実上の貸倒れ（法基通９－６－２） 
 
⑴ 事実上の貸倒れの概要 
法人税法基本通達９－６－２では、法律上の金銭債権は存在するが、全額の回収不能が認
められる場合の金銭債権の貸倒れに関して次のように示している。 
 
 法人の有する金銭債権につき、その債務者の資産状況、支払能力等からみてその全額が回
収できないことが明らかになった場合には、その明らかになった事業年度において貸倒れ
として損金経理をすることができる。この場合において、当該金銭債権について担保物が
あるときは、その担保物を処分した後でなければ貸倒れとして損金経理をすることはでき
ないものとする。 
 (注) 保証債務は、現実にこれを履行した後でなければ貸倒れの対象にすることはでき
ないことに留意する。 
 
法人税法基本通達９－６－２は、法律上の債権は存在するが、債務者の資産状況、支払能
力等を勘案した結果、その金銭債権の全額が回収不能であるということが明らかな場合とい
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う事実上の貸倒れに関して、その明らかになった事業年度において損金経理をすることを容
認し、損金の額への算入を認めるものである。 
ただし、本通達による貸倒れは、その金銭債権に担保物があるときは、その担保物を処分
した後でなければ損金経理が認められないのである。 
 
⑵ 事実上の貸倒れの問題点 
① 回収不能の判断基準 
 法人税法基本通達９－６－２の回収不能の判断基準であるが、旧基本通達では次のよ
うに示していた。 
「⑴債務者が破産、和議、強制執行又は整理の手続に入りあるいは解散又は事業閉鎖を
行うに到ったため又はこれに準ずる場合で回収の見込みのない場合 
⑵債務者の死亡、失踪、行方不明、刑の執行その他これに準ずる事情により回収の見込
なきに到った場合 
⑶債務超過の状態が相当期間継続し事業再起の見透しなきため回収の見込のない場合 
⑷天災事故その他経済事情の急変のため回収の見込なきに到った場合 
⑸債務者の資力喪失のため債権の放棄又は免除を行った場合」5)  
  しかし、大蔵省企業会計審議会中間報告により、このような規定は厳格すぎるため課
税庁と企業との間における争いが絶えず、貸倒れの処理について企業の合理的判断の余
地を認めることが望ましいとの指摘がなされた 6)。 
これを受け、回収不能の判断基準は、昭和 39 年及び昭和 42 年の基本通達の改正を経
て、現行の「その債務者の資産状況、支払能力等からみてその全額が回収できないこと
が明らかになった場合」と改められたのである。 
② 回収不能の判断 
法人税法基本通達９－６－２では、「その債務者の資産状況、支払能力等からみてその
全額が回収できないことが明らかになった場合」と示している。したがって、回収不能
の判断は債務者の事情を考慮し判断すると解することができる。しかし、債権者の事情
については特に示されておらず、司法の場で争われている。 
そして、司法の場で争われた結果、平成 16 年 12 月 24 日最高裁判決では、債権者の
事情も考慮すべきと判示された 7)。つまり、事実上の貸倒れに関しては、債務者の事情
のみではなく、債権者の事情も考慮され判断されると解するのが適当である。しかしな
がら、最高裁判決後も通達は、「その債務者の資産状況、支払能力等からみてその全額が
回収できないことが明らかになった場合」のままとなっている。 
③ 損金経理 
 法人税法基本通達９－６－２では損金経理に関して、「その明らかになった事業年度に
おいて貸倒れとして損金経理をすることができる。」としている。本通達の表現によると、
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法人における損金経理が損金の額へ算入するための要件であるか否か解釈が難しいとこ
ろである。 
法人が貸倒れとして損金経理を行わなかったケースに関しては、解釈の難しさから司
法の場で争われた事例が多数存在し、司法でも判断が分かれている。 
昭和 57 年 4 月 26 日東京地裁判決では、法人が金損金経理を行っていないということ
は法人において貸倒れと認識していないと判断でき、貸倒れの発生は認められないと判
示している一方 8)、平成元年 7 月 24 日東京地裁判決では、金銭債権を貸倒れとして法人
において損金経理していなければ貸倒損失を主張できないとする実定法上の規定はない
としている 9)。 
しかし、損金経理を損金の額に算入するための要件とはしていない平成元年 7 月 24
日東京地裁判決でも、貸倒れを損金の額に算入するためには、回収不能であることが明
らかであることを示す必要があるとしており、さらに、本事例ではそのための証拠が認
められないことから、貸倒れを損金の額に算入することは認めないと判示しているので
ある 10)。 
つまり、法人税法基本通達によると、法人の各事業年度の所得の計算上、損金の額へ
の算入が認められるためには損金経理を要件とはしていないと解されるが、法人におけ
る事実上の貸倒れの認識を示すには損金経理をすることが有効であると言えよう。 
 
 
5. 売掛債権等の貸倒れ（法基通９－６－３） 
 
⑴ 売掛債権等の貸倒れの概要 
法人税法基本通達９－６－３では、継続的取引先に対する売掛債権について、一定期間取
引停止後弁済のない場合及び取立費用に満たない場合の貸倒れに関して次のように示している。 
 
債務者について次に掲げる事実が発生した場合には、その債務者に対して有する売掛債
権（売掛金、未収請負金その他これらに準ずる債権をいい、貸付金その他これに準ずる債
権を含まない。以下９－６－３において同じ。）について法人が当該売掛債権の額から備忘
価額を控除した残額を貸倒れとして損金経理をしたときは、これを認める。 
⑴ 債務者との取引を停止した時（最後の弁済期又は最後の弁済の時が当該停止をした
時以後である場合には、これらのうち最も遅い時）以後 1 年以上経過した場合（当該
売掛債権について担保物のある場合を除く。） 
⑵ 法人が同一地域の債務者について有する当該売掛債権の総額がその取立てのために
要する旅費その他の費用に満たない場合において、当該債務者に対し支払を督促した
にもかかわらず弁済がないとき 
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(注)  ⑴の取引の停止は、継続的な取引を行っていた債務者につきその資産状況、支
払能力等が悪化したためその後の取引を停止するに至った場合をいうのであるか
ら、例えば不動産取引のようにたまたま取引を行った債務者に対して有する当該
取引に係る売掛債権については、この取扱いの適用はない。 
 
法人税法基本通達９－６－３は、民法 173 条及び 174 条で売掛債権等に短期消滅時効制度
が存在することから、売掛債権等の特例として貸倒れの処理を示したものである 11)。 
本通達では、継続的取引先に対する売掛債権につき、一定期間取引停止後弁済のない場合
及び取立費用に満たない場合の貸倒れに関して、備忘価額を控除した残額を損金経理するこ
とを要件として損金の額への算入を認めている。 
 
⑵ 売掛債権等の貸倒れの問題点 
① 備忘価額 
法人税法基本通達９－６－３では、備忘価額を付すことが要求されているが、この
備忘価額を付す理由及びその金額について解釈が難しいところである。 
本通達が示している備忘価額とは、備忘価額として常識的な金額であるべきであり、
常識の範囲を超えた金額を備忘価額とする処理を行った場合には、否認を受ける可能
性が高いのである 12)。また、備忘価額を付す理由であるが、本通達は売上債権の特例
であるため、売上債権の特質上、後日回収されることも少なくなく、その際の不正を
防ぐために要求されていると解される 13)。 
② 損金経理 
 損金経理に関して、法人税法基本通達９－６－２では「損金経理をすることができ
る」としているのに対し、法人税法基本通達９－６－３では「損金経理したときには、
これを認める」と異なる表現を用いている。 
 これは、4.⑵③で述べたように法人税法基本通達９－６－２は、法人における損金
経理が損金の額へ算入するための要件とされるか否か判断が難しいところであるが、
法人税法基本通達９－６－３では、本通達で貸倒れとして損金の額に算入するために
は、法人における損金経理を要求しており、ここに解釈の余地はないのである。 
 
6. 事実認定と課税要件 
 
法人の有する金銭債権が貸倒れとなった場合、我が国の法人税法では、所得の金額の計算
上、法人税法 22 条 3 項 3 号により損金の額に算入する。しかし、「貸倒れ」の事実に関して
は、法令では規定せずに法人税法基本通達９－６－１～３で示しており、これにしたがい各
事業年度の所得の計算上損金の額へ算入することとなる。 
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つまり、我が国では、貸倒れが生じた場合、法人税法 22 条 3 項 3 号により内国法人の各
事業年度の所得金額の計算上、損金の額に算入することが認められているが、貸倒れとして
損金の額に算入することを認める貸倒れの事実に関しては、法人における損金経理要件も含
め法人税法基本通達で示しているのである。 
 このように、貸倒れの事実を法人税法基本通達で示していることに関しては、単に事実認
定の問題であるとの見解がある一方、貸倒れに関して法令で規定せずに通達で示していると
いうのは、課税要件法定主義に反するという考え方もある 14)。 
貸倒れに関しては、4.⑵③で示したように、裁判で法人における損金経理が所得の金額の
計算上、損金の額に算入されるための要件であることが示されているもある 15)。これは課税
要件を法令とは異なる法人税法基本通達で示していると解すことも可能であり、単に事実認
定の問題とすることは難しくはなかろうか。 
 
むすびにかえて 
 
 我が国では、サブプライムローン問題を発端とする世界的な経済低迷の影響を受け、企業
の倒産件数、負債総額ともに上昇している。このような我が国企業を取り巻く経済環境の悪
化は、金銭債権の回収を困難に陥らせ、金銭債権の貸倒れ増加を招く懸念がある。 
そこで、我が国法人税法における貸倒れの取り扱いを整理した。我が国法人税法では、法
人の有する金銭債権が貸倒れとなった場合、法人税法 22 条 3 項 3 号により、所得の金額の
計算上、損金の額に算入する。しかし、「貸倒れ」の事実は法令で規定せず、法人税法基本通
達９－６－１～３にしたがい損金の額への算入が認められることとなる。このような取り扱
いは、「合理的な基準」、「相当の期間」、「備忘価額」とその解釈に困難性を生じさせ、内国法
人の所得金額の計算において損金の額への算入を認めるには、法人による損金経理を要件と
するものも存在する。 
つまり、内国法人の所得金額の計算上、金銭債権等に生じた貸倒れを損金の額に算入する
ための事実の発生は、法人税法基本通達にしたがい取り扱われることとなるが、このように、
貸倒れに関して法令で規定せずに法人税法基本通達を基礎に取り扱うことは、納税者と課税
庁との間における解釈の齟齬を生じさせ、両者の争いとなる事例が少なくないのである。 
確かに、貸倒れの事実に関して詳細な事例を挙げ法令で規定することは、税務上の混乱を
招くものである。しかし、現行の我が国における貸倒れの取り扱いは、法人税法基本通達が
あたかも法令のように機能しており、貸倒れに関する明確な規定が存在しない法人税法 22
条 3 項 3 号を根拠として、法人が金銭債権の回収不能の事実を立証し、損金の額へ算入でき
る貸倒れとして課税庁に認めさせることは困難である。 
仮に、貸倒れの取り扱いに関して納税者による立証が可能であり、所得金額の計算上、損
金の額への算入が認められるような場合でも、その立証に長い時間を要することが少なくな
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く、著しく変化する世界経済で活動する我が国企業の競争力を低下させる。また、法令では
規定していない貸倒れの事実の立証のための損金経理要件が、法令のように取り扱われてい
る事実も、法人の自由な経済活動を阻害する大きな要因ともなる。 
以上を整理すると、経済の低迷から懸念される貸倒れの増加に対応するためには、我が国
企業が直面する経済環境の変化に柔軟に対応しうる制度に見直すことが急務であり、現行の
法人税法基本通達で示されているような企業の自由な活動を阻害する硬直的な制度は見直さ
なければならない。 
このためには、法人の所得金額の計算上、損金の額に算入が認められる貸倒れに関して法
令で定め、これにより納税者との課税庁との間における解釈の齟齬を可能な限り解消しなけ
ればならない。さらに、あたかも法令のように機能している現行の法人税法基本通達を見直
し、貸倒れとなる回収不能の判断や貸倒れとして認める期間に関して、企業の自由な経済活
動を担保するような柔軟な制度へと改めなければならないのである。 
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注 
1） 成松洋一氏の発言による（中村慈美・成松洋一・山本守之「貸倒損失の税務判断をめぐって」『税
経通信』64 巻 10 号、税務経理協会、平成 21 年 8 月、80 頁） 
2） 「『合理的な基準』とは、一般的には、すべての債権者についておおむね同一の条件でその切捨
額等が定められているようなことをいうのであるが、例えば、利害関係が相対立する第三者同
士が、その債権の発生原因、債権額の多寡、債権者と債務者との関係などについて総合的に協
議し、その協議によって切捨額等が決定されている場合には、切捨て率に差が生じていても『合
理的な基準』に該当するものとして認められる余地があると考える。」(窪田悟嗣編著『法人税基
本通達逐条解説五訂版』税務研究会、平成 20 年 6 月、872 頁)と、必ずしも同一条件が「合理的
な基準」とは限らないことが示されている。 
3）  同上 
4） 「相当期間」に関する解釈については、次を参照されたい。 
瀬戸口有雄『貸倒損失の税務』税務研究会、平成 18 年 7 月、75 頁 
5）  同上、78～79 頁 
6） 同上、79～80 頁 
7） 最高裁平成 16 年 12 月 24 日判決では、「その全額が回収不能であることは客観的に明らかでな
ければならないが、そのことは、債務者の資産状況、支払能力等の債務者側の事情のみならず、
債権回収に必要な労力、債権額と取立費用との比較衡量、債権回収を強行することによって生
ずる他の債権者とのあつれきなどによる経営的損失等といった債権者側の事情、経済的環境等
も踏まえ、社会通念に従って総合的に判断されるべきものである。」（最（大）判平成 16 年 12
月 24 日 TAINS コード Z254-9877）と債権者の事情も考慮するべきと示されている。 
8）  甲府地裁昭和 57 年 3 月 31 日の判決では、「損金として計上すべき債権の回収不能による貸倒
れについては、債務者の資産状況その他の状況からみて、支払能力がなく、債権の回収不能が
明らかになつた場合、すなわち、一般には破産、和議、強制執行等の手続を経たが、債権全額
の回収ができなかつた場合、あるいは、債務者において事業閉鎖、死亡、行方不明、刑の執行
等により、債務超過の状態が相当の期間継続しながら、他からの融資を受ける見込みもなく、
事業の再興が望めない場合のほか、これに準じ、債務者の負債及び資産状況、事業の性質、事
業上の経営手腕及び信用、債権者による債権回収の努力及びその方法、それに対する債務者の
態度を総合考慮したとき、事実上当該債権の回収ができないことが明らかに認められるような
場合であつて、法人がこれにつき債権の放棄、債務免除をするなどして、取立の意思をなくし
損金経理をしたときの事業年度において損金に算入することが認められると解すべきこと、法
人税法 22 条三、４項の趣旨に照らし相当である。」（甲府地判昭和 57 年 3 月 31 日 TAINS コー
ド Z122-4967）では、昭和 42 年改正前の通達で示されていた状況を挙げ、損金の額に算入する
ためには、法人における損金経理が必要であると示されている。 
9） 東京地裁平成元年 7 月 24 日の判決では、「当該債権が現実に存在することが、その前提として
必要であることはいうまでもないが、当該債権の回収ができないことが明らかとなつた事業年
度中に貸倒れとして損金経理をしておかなければ、その後になつて、当該債権についてこれを
貸倒損失金であるとする主張がし得なくなるものと解すべき実定法上の根拠はない。」（東京地
判平成元年 7 月 24 日 TAINS コード Z173-6335）として、損金の額に算入するためには、法人
における損金経理を要件とする実定法上の根拠はないとしている。 
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10） 東京地裁平成元年 7 月 24 日の判決では、「貸倒れとして損金とすることが税務上許容されるた
めには、債権者の資産状況、支払能力等から当該債権の回収が不可能であることが、当該事業
年度において明らかとなつたことを必要とすると解すべきであるので、・・・・・。」（同上）と
損金の額に算入するためには、回収不能であることが明らかであることを示す必要があるとし、
本件では、「原告の債権が全額回収不能であることが明らかとなつた時期を本事業年度とする趣
旨であるとしても、右事実を認めるに足りる証拠はない。」（同上）として、証拠が認められな
いことから、当該貸倒れを損金の額に算入することは認めないと判決している。 
11） 前掲（注４）瀬戸口有雄、84～85 頁 
12） 瀬戸口有雄教授は、例えば 1,000 万円の売掛債権を有する場合に、100 万円の備忘記録を付し、
900 万円を貸倒れとして損金の額に算入した場合は、部分的な貸倒れとして否認を受けるものと
考えられることを指摘している。（同上、86 頁） 
13） 山本守之『体系法人税法 平成 21 年版』税務経理協会、平成 21 年 9 月、950 頁 
14） 山本守之教授は、経理要件も含め通達で示していることを指摘し、事実認定の問題とすること
には疑問があると述べている。（前掲（注１）中村慈美・成松洋一・山本守之 76～77 頁） 
15） 前掲（注 8）甲府地判昭和 57 年 3 月 31 日 TAINS コード Z122-4967 
 
 
（平成 21 年 10 月 15 日受付、平成 21 年 11 月 30 日再受付） 
